
 

１．背景・概要、経過 

大田区の交通に関する総合的な計画として、平成 30 年３月に策定された「大田区交通政策基

本計画」について、令和４年度から２か年かけて５年に１度の中間見直しを行う。 

中間見直しに際しては、大田区基本計画、区の個別計画などの改定を取り入れるとともに、

新型コロナウイルスの感染拡大や交通に関わる技術的な進展等を含む、現計画策定後の社会・

経済の動きを取り入れて行う。 

中間見直しのスケジュールとしては、１年目に、大田区交通政策基本計画の点検・評価、区

民アンケ―ト、社会的背景の変化の把握等を行った後、計画骨子の作成までを行う。２年目は、

計画骨子をもとに、パブリックコメント等で区民等の意見を聴取・反映させた計画を作成する。 

令和４年 10 月 11 日に第１回大田区交通政策基本計画推進協議会を開催した。 

 

２．有識者会及び推進協議会名簿 

会議体 区分 所属・職名 氏名 

有識者会 学識経験者 東京工業大学副学長 環境・社会理工学院 教授  屋井 鉄雄（座長） 

  東京都立大学都市環境学部教授 清水 哲夫（副座長） 

  中央大学研究開発機構教授 秋山 哲男 

  筑波大学システム情報系教授 谷口 綾子 

 大田区職員 関連部署部長 

推進協議会 学識経験者 東京工業大学副学長 環境・社会理工学院 教授  屋井 鉄雄（会長） 

  東京都立大学都市環境学部教授 清水 哲夫（副会長） 

 区民代表 自治会連合会、商工会議所、商店街連合会、観光協会 

 大田区議会 区議会議員 

 交通事業者 鉄道事業者、バス事業者、タクシー事業者 

 官公庁 国土交通省、東京都、警視庁 

 その他 遊漁船業者、工業団体、NPO 法人等 

 大田区職員 主要関連部署部長、関連部署課長 

 

３．議題 

１「大田区交通政策基本計画の中間見直しについて」 

２「大田区交通政策基本計画の点検・評価について」 

３「大田区の交通に関わる区民アンケート結果について」 

４「社会的背景の変化について」 

５「中間見直しにおける課題（素案）」 

６「報告事項（公共交通不便地域改善に向けた取り組みについて）」  

（参考資料） 

参考資料１ 大田区交通政策基本計画 施策の体系 

 参考資料２ 大田区交通政策基本計画の点検・評価について－成果管理シート－ 

 参考資料３ 大田区の交通に関わる区民アンケート 単純集計（速報） 

 参考資料４ 社会的背景の変化について（詳細）－地域特性、交通特性、上位関連計画、社会的動向－ 

 

 

 

 

４．大田区交通政策基本計画の中間見直しについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大田区交通政策基本計画推進協議会の開催結果について 
交通臨海部活性化特別委員会 

令和４年 11 日 16 日 

まちづくり推進部 資料８番 

所管   都市計画課 

 

第１回有識者会（R4.09.05） 

第１回協議会（R4.10.11） 

第２回有識者会（R5.01.27） 

第２回協議会（R5.02.08） 

第３回有識者会・協議会 

第４回有識者会・協議会 



５．大田区交通政策基本計画の点検・評価について 

モニタリング指標から、業務指標評価は、計画策定時の指標から多くの分野で進捗しており、

中間見直し後も、これらを継続していく必要がある。 

一方、目標達成指標は、業務指標評価の総合的な指標であり、下落している。これは、個々の

内容では進捗しているものの、全体では満足していない結果となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表中空欄箇所は、令和４年 11 月現時点で確定値が未公表のものを示す。 

６．大田区の交通に関わる区民アンケート結果について 

アンケートは、16 歳以上の区民を対象に無作為抽出 2500 人に郵送、この他に特別出張所に

320 票を配架して、回収は 876 票で回収率は 31.1%。 

【アンケート回答者の属性】 

・性別は約 60％が女性、約 40％が男性となっている。 

・年代は 60 代以上が約 40％、ボリュームゾーンは 50 代で約 20％となっている。 

・アンケート結果のうち、目標別に重要度と満足度を計った結果を以下に示す。 

・重要度が分野の平均得点以上であり、満足度が分野の平均得点以下となる施策の方向性を

抽出する。 

 

目標「暮らし」では、「自転車を利用する環境の充実」、「歩行者重視の道路空間づくり」が該当。 

 

目標「都市の活力」では、「道路防災性の

強化」、「公共交通の防災性の強化」の防災

に関連する施策の方向性が該当。 

 

目標「環境」では、「自転車を利用する環

境の充実」、「ヒートアイランド現象の改善

（都市の夏の気温を下げる）」、「歩行環境

の改善」、「交通手段の転換等による環境負

荷の低減」、「交通に関わる環境の保全対策」

の５つが該当し、自転車と歩行環境につい

ては、目標「暮らし」の結果と同様の施策

が該当しており、残りの三つは環境に直結

するものが該当。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標「暮らし」 

目標「都市の活力」  目標「環境」 



７．社会的背景の変化について 

地域特性、交通特性、上位関連計画、社会的動向４つの観点から整理し、このうち地域特性と

交通特性は大田区固有の特性、残り二つは全国的な要素となっている。 

【概要】 

・人口動態は、近年やや減少したのち将来人口はやや回復するが、令和３年時点の人口約 73 万

人を超えないこと、2050 年頃に高齢者割合 28.2%になることが予想されている。 

・都市の変化として、近年の区においては、令和島の編入、羽田空港跡地の再開発、多摩川ス

カイブリッジの開通、羽田エアポートガーデンなどが挙げられる。 

・交通特性は、新型コロナウイルス感染拡大前よりトリップ数が減少傾向にあること、年代別 

にみると 75 才以上の高齢者のトリップ数が唯一増加している。 

・区内移動手段の分担は、徒歩 42.5％、自転車 33.1%である。 

・区内交通の動向は、新空港線、羽田空港アクセス線、多摩川トンネルなどの整備が注目され

ている。 

・新型コロナウイルス感染症による影響は、公共交通移動者の減少（前年比６～７割）、移動時

における他人との接触を低減する動き、テレワークの継続・拡大が主だったものとして挙げ

られる。 

 

 

８．中間見直しにおける課題（素案）について 

現行計画策定後の変化から抽出・整理した大田区の交通に関わる主な課題は、下図にしたが

って整理した右表のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 現行計画策定後の変化から抽出・整理した主な課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



９．報告事項（公共交通不便地域改善に向けた取り組みについて） 

 

（１）目的  

公共交通不便地域の解消に向けて、新たな交通手段の検討に資するデータ取得を目的とした

実証実験を検討する。 

 

（２）検討対象地域 

大田区では、鉄道駅から 500m 以上かつバス停から 300m 以上離れている地域を、公共交通不

便地域として設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10．協議会における主な発言要旨 

 

 新型コロナウイルス感染症の影響の長期化によって、人流の動きが回復していない。  

 高齢者や外国人にどのように公共交通を使ってもらえるかが問題となっている。  

 高齢化社会になり、10 年後や 20 年後を見据えた場合、歩行者が安全に利用できる環境整

備が必要となる。  

 自転車は身近な乗り物であることから、安全な道路づくりが必要となる。  

 バリアフリー対策、ユニバーサルデザイン対策を含めた道路環境の充実が必要となる。  

 羽田空港の利便性が向上する中で、公共交通機関は、自転車との連携や、舟運との連携など

を図るなど、より魅力的にしていくことが課題となっている。  

 テレワーク、在宅勤務は、新たな生活様式として定着しつつある。  

 運送業界は、乗務員不足が課題となっている。  

 公共交通サービスを将来にわたって維持継続していくことが、重要な課題として認識して

いる。  

 燃料費が高騰しており、大きな問題となっている。  

 観光の視点で、利便性だけでなく、付加価値の部分も検討していく必要がある。  

 交通結節点の機能向上を検討していく必要がある。  

 

コミュニティバス導入済  

候補地域検討の対象となる「公共交通不便地域」  


